
「障害者等の職場環境整備等支援組織(生活困窮者分野)」について
大阪府では、公契約における就職困難者の就労支援を進めることを目的に、障がい者等の継続雇用のため、事業主における環境整備を支援する「障害者等の職場環境整備等支援組織」（以下「支援組織」という。）を認定しています。

　本認定を受けた支援組織は、府の公契約において、生活困窮者の特性や事情等に配慮した働きやすい職場環境の整備等を行うなど、生活困窮者と事業主との間に立ち、双方を支援します。
　自立相談支援機関利用者（※）の新規または継続雇用にあたり、『支援組織（生活困窮者分野）の活用』をご提案いただく場合、支援組織の活用とは、次の（１）～（４）に示す職場定着などについて、事業主が支援組織に支援を求めることを指します。
※自立相談支援機関利用者とは、生活困窮者自立支援制度に基づき、自治体に設置された自立相談支援機関が、生活困窮者に対する支援の種類及び内容等を記載した計画である「自立支援計画」を作成した者に限る。

（１）就労支援

　・雇用現場の確認（雇用環境や支援体制等）
　・職務分析
　・担当業務の切出し及び組立て
（２）ジョブマッチング　※新規雇用提案の場合
　・採用スケジュールの作成
　・受入環境の整備
　・就労希望者向け仕事説明会等の開催

　・採用予定者向け就労準備（体験等）の調整・実施　等
（３）定着支援

　・自立相談支援機関と連携した支援の調整（職場に慣れるまでの支援、一定期間経過後の支援、課題発生時の対応等）
　・共に働く従業者への研修等実施　等
（４）その他の支援
　・「訓練付き就労」を行う就労訓練事業所に関する認定取得など就労分野における
社会貢献に取り組む場合の支援
「障害者等の職場環境整備等支援組織」（生活困窮分野）の詳細については、以下の大阪府ホームページを参照してください。

http://www.pref.osaka.lg.jp/chiikifukushi/siensosiki_seikon/index.html
※令和２年７月現在、支援組織（生活困窮者分野）については、次の機関を認定しています。


①　概要

○目　的　　中小企業で働く人や求職者への職業教育を通じた人材の育成及び就職困難者への就労支援等を行うことで、生活困窮者等をはじめとした就職困難者への雇用の促進を図る。また、経済社会の変化に対応した職業能力の開発・人材の育成を図り、中小企業主をはじめとする事業主の支援に寄与し、地域の職業生活の安定と産業の振興に貢献する。

	組合員(構成員)名称
	所在地 

	（一社）おおさか人材雇用開発人権センター
	大阪市中央区

	（一財）大阪府人権協会
	大阪市港区

	（特非）おおさか若者就労支援機構
	泉佐野市

	（特非）福祉のまちづくり実践機構
	大阪市浪速区


	（株）ワーク21企画
	大阪市浪速区


○組合員　　
○設　立　　平成20年10月27日
②　就職困難者就労にかかる主な業務内容

	区分
	業務内容

	就労支援
	①　ビジネスマナー講座やパソコン講座のほか専門技術を学ぶ様々な講座を開設
②　職業適性検査や適職診断、キャリアカウンセリング等を　　提供

③　企業見学、就労体験や就労訓練の実施

	ジョブマッチング
	①　体験プログラムシートと事業所紹介シートを作成し、就労希望者の特性にあった職場をマッチング
②　自治体向け無料職業紹介業務支援システムの開発・提供
③　合同企業説明会等の開催

	定着支援
	①　定期的な就職者本人への聞き取り、企業へのアドバイス。
②　企業、就職者、自立相談支援機関との調整。

	企業支援
	1  中間的就労に向けた企業向けセミナーの開催
②  企業ごとの職務・作業をプログラム化し、体験等シートを作成。

	その他
	①　「訓練付き就労」を行う就労訓練事業所に関する認定取得等への支援


③　大阪府における取組み
　　A´ワーク創造館は、一般社団法人等５つの団体を組合員（構成員）として、人権、福祉、教育、産業など就労支援にかかせない知識と経験・ノウハウを持ち寄って運営している有限責任事業組合法による有限責任事業組合である。同組合では、生活困窮者をはじめとする就職困難者等の雇用促進を図る一環として、職業訓練や就労支援等を実施している。
大阪府では、大阪府他11市（参加自治体）の自立相談支援機関への中間的就労の協力事業所情報の提供及び、参加自治体から依頼を受けた相談者への中間的就労の実施に向けた事業所との調整に取り組み、生活困窮者等の就労機会の拡大を図ってきた。
別添１４－３





有限責任事業組合大阪職業教育協働機構


（愛称　A´ワーク創造館）　　【令和2年7月31日認定】











40

